
国家公務員共済組合連合会　退職等年金経理

民間企業仮定貸借対照表

平成31年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

現金・預金 6,089,815,756

未収収益 62,180,654

未収金 1,331,793,716

一年内回収予定長期貸付金 10,877,451,000

　流動資産合計 18,361,241,126

Ⅱ　投資その他の資産

長期性預金 164,427,360,799

長期貸付金 58,913,857,585

投資不動産 108,328,072,459

減価償却累計額 △ 16,243,463,401 92,084,609,058

信託資産 49,361,000,000

　投資その他の資産合計 364,786,827,442

　　　　　　資産合計 383,148,068,568

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

未払金 191,926,438

預り金 1,406,123

　流動負債合計 193,332,561

Ⅱ　固定負債

共済年金準備金 382,954,736,007

　固定負債合計 382,954,736,007

　　　　　　負債合計 383,148,068,568

（純資産の部）

0

　　　　　　純資産合計 0

　　　　　　負債純資産合計 383,148,068,568

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　退職等年金経理

民間企業仮定損益計算書

自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日 （単位：円）

経常収益

負担金収入 53,025,114,799

掛金収入 53,121,968,747

雑収入 1,000

事業外収益

受取利息 342,294,070

信託運用益 846,707,259

賃貸料 11,707,740,188

事業外収益合計 12,896,741,517

　経常収益合計 119,043,826,063

経常費用

退職給付 369,942,977

障害給付 6,954,803

遺族給付 21,629,079

財政調整拠出金 535,733,192

雑損 435,047

共済年金準備金繰入 112,336,426,466

一般管理費

一般管理費 803,952,847

減価償却費 5,511,291,119

一般管理費合計 6,315,243,966

繰入金

業務経理へ繰入 233,249,154

繰入金合計 233,249,154

　経常費用合計 119,819,614,684

経常利益 △ 775,788,621

特別利益

負担金精算額 775,788,621

　特別利益合計 775,788,621

当期利益金 0

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　退職等年金経理

キャッシュ・フロー計算書

自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 0

減価償却費 5,511,291,119

共済年金準備金の増減額 112,336,426,466

受取利息及び受取配当金 △ 342,294,070

信託運用益 △ 846,707,259

未収金の増減額 1,601,806,898

未払金の増減額 △ 793,141,663

その他 80,335,904,874

小計 197,803,286,365

利息及び配当の受取額 307,965,013

　業務活動によるキャッシュ・フロー 198,111,251,378

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

預託金の預入による支出 △ 164,427,360,799

預託金の償還による収入 59,000,000,000

信託資産の取得による支出 △ 90,288,360,799

貸付による支出 △ 7,775,297,986

貸付金の回収による収入 5,793,883,380

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 197,697,136,204

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 414,115,174

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 5,675,700,582

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 6,089,815,756

科目



 重要な会計方針等 退職等年金経理 
 

１．引当金の計上基準 

（１）共済年金準備金 

将来の年金給付に備えるため、共済年金準備金繰入(又は戻入)額計上前に損益

計算上生じた収益費用の差額を計上しております。 

なお、これは、「国の貸借対照表（試案）」（財政事情の説明手法に関する勉強会

平成 13 年 9月）に準じたものであります。 

 

２．その他の重要な事項 

（１）消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。 

 

（２）組合の貸付経理に対する貸付金については、証券化を目的として全額 

18,423,550,790 円を信託会社へ信託しており、うち特定目的会社へ譲渡した

受益権は 0 円であります。なお信用補完を目的とした劣後受益権の金額は 0

円であります。当連合会が保有する受益権については、民間仮定貸借対照表

上「長期貸付金」に計上しております。 

なお、長期貸付金（証券化したものを含む。）のうち延滞債権額（弁済期限を

６ヶ月以上経過して延滞となっている貸付の元金残高額）はありません。 

 

（３）上記（２）は退職等年金経理と経過的長期経理で合同運用を行っております。 

  



３．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当連合会の運用は、積立金等の運用の基本方針にて、安全かつ効率的に行われな

ければならないと定められております。当該基本方針に基づき、余裕金について

は給付金支払額の将来見通しに合わせて償還期を考慮したポートフォリオを構

築し価格変動リスクの低減を図り、日本国債、政府保証債など流動性、信用性が

高い債券等で運用しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成 31 年 3 月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次の通りであります。 

（単位：円） 

 民間企業仮定 

貸借対照表計上額 
時価 差額 

長期性預金 

長期貸付金 

信託資産 

164,427,360,799 

69,791,308,585 

49,361,000,000 

164,427,360,799 

70,479,854,815 

49,361,000,000 

－ 

688,546,230 

－ 

  

（注）金融商品の時価の算定方法 

長期性預金 

長期性預金の時価については、帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

長期貸付金（一年内回収予定の長期貸付金を含む） 

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

信託資産 

信託資産の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融

機関から提示された価格によっております。 

  



 

４．賃貸等不動産に関する注記 

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当連合会では、東京都及びその他の地域において、公務員等のための特別借受宿

舎制度にかかる土地及び建物を有しています。 

 

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：円） 

民間企業仮定貸借対照表計上額 時価 

92,084,609,058 191,991,584,394 

（注 1）民間企業仮定貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除

した金額であります。 

（注 2）当事業年度末の時価は、土地は固定資産税評価額等により、建物は収益

還元法に基づいて自社で合理的に算定した金額により算出したもので

あります。 

 

５．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が 3 ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 現金・預金 ････････････････････････････ 6,089,815,756円 

      現金及び現金同等物 6,089,815,756円 

 

６．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

 該当事項はありません。 

 

７．重要な会計方針の変更 

 該当事項はありません。 


